
平成３０年１２月１９日最高裁判決のポイント
（H29.10.22衆議院小選挙区選挙に係る一票の較差を巡る選挙無効訴訟）

【合憲】

本件選挙当時において、本件区割規定の定める本件選挙区割り
は、憲法の投票価値の平等の要求に反する状態にあったというこ
とはできず、本件区割規定が憲法１４条１項等に違反するものと
いうことはできない。

＜アダムズ方式導入（平成２８年改正法の本則）への評価＞
○ 平成３２年に行われる国勢調査の結果に基づく選挙区割りの改定に当
たり、定数配分を人口に比例した方式の一つであるアダムズ方式により
行うことによって、選挙区間の投票価値の較差を相当程度縮小させ、そ
の状態が安定的に持続するよう立法措置を講じた。

＜０増６減等（平成２８年改正法の附則）への評価＞
○ アダムズ方式による定数配分がされるまでの較差是正の措置として、
０増６減の措置を採るとともに選挙区割りの改定を行うことにより、選
挙区間の人口等の最大較差を縮小させた。

○ 投票価値の平等を確保するという要請に応えつつ、選挙制度の安定性
を確保する観点から漸進的な是正を図ったものと評価することができ
る。

＜１人別枠方式に基づく定数配分の残存について＞
○ 平成２４年改正法から平成２９年改正法によって、選挙区間の選挙人
数の最大較差が縮小し、定数配分をアダムズ方式により行うことによっ
て１人別枠方式の下における定数配分の影響を完全に解消させる立法措
置が講じられた。

○ このような立法措置の内容やその結果縮小した較差の状況を考慮する
と、本件選挙区割りが憲法の投票価値の平等の要求に反するものとなる
ということはできない。

＜本件区割規定への評価＞
○ 本件区割規定は、投票価値の平等を最も重要かつ基本的な基準としつ
つ、新たな定数配分の方式をどの時点から議員定数の配分に反映させる
かという点も含めて、国会において考慮することができる諸要素を踏ま
えた上で定められたものということができ、本件選挙当時においては、
新区画審設置法３条１項の趣旨に沿った選挙制度の整備が実現されてい
たということができる。

○ 平成２７年大法廷判決が平成２６年選挙当時の選挙区割りについて判
示した憲法の投票価値の平等の要求に反する状態は、平成２９年改正法
による改正後の平成２８年改正法によって解消されたものと評価するこ
とができる。

【参考】
平成２４年改正法 一人別枠方式を廃止し、０増５減。
平成２８年改正法 衆議院選挙制度に関する調査会答申を受け、アダムズ方式導入や０増６減等。
平成２９年改正法 区割り審の勧告どおり衆議院小選挙区選出議員の選挙区の改定。
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